
令和４年度決算に基づく

健全化判断比率、資金不足
比率の算定結果について

令和５年９月 総務課
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制度の概要と位置づけ
■地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年６月公布）

（第３条）

「地方公共団体の長は毎年度、（中略） 健全化判断比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当

該健全化判断比率を議会に報告するとともに、当該健全化判断比率を公表し

なければならない」

◎自治体財政の健全性を示す各指標について、報告と公表が義務付けられている。
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報告・公表する指標

（１）実質赤字比率

（２）連結実質赤字比率

（３）実質公債費比率

（４）将来負担比率

（５）資金不足比率（公営企業会計に適用）

（１）～（４）までの４指標を

「健全化判断比率」という

これらの指標はすべて、数値が低いほど健全とされていますが、「早期健全化基準」など、国が定める基
準を上回った場合には、財政健全化計画や財政再生計画を定め、早期健全化に努めることになります。
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健全化判断比率等の対象となる会計

実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

資金不足
比率

一般会計 〇 〇 〇 〇

国民健康保険特別会計 〇 〇 〇

介護保険特別会計 〇 〇 〇

後期高齢者医療特別会計 〇 〇 〇

水道事業会計 〇 〇 〇 〇

病院事業会計 〇 〇 〇 〇

集落排水事業特別会計 〇 〇 〇 〇

一部事務組合、広域連合等 〇 〇

第三セクター等 〇
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１．健全化判断比率（総括）

２年度 ３年度 ４年度 早期健全化基準 Ｒ３県平均

（１）実質赤字比率 ー（なし） ー（なし） ー（なし） １５％ 全市町村なし

（２）連結実質赤字比率 ー（なし） ー（なし） ー（なし） ２０％ 全市町村なし

（３）実質公債費比率 ６．０％ ６．４％ ７．９％ ２５％ ８．３％

（４）将来負担比率 ー（なし） ー（なし） ー（なし） ３５０％ ５２．２％

令和４年度決算において、実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比

率はありません。実質公債費比率は７.９％で、いずれの指標についても早期健

全化基準を下回っています。
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１-（１）実質赤字比率
一般会計の赤字を指標化したもので、一般会計の実質赤字が標準財政規

模に占める割合。朝日町の決算は黒字のため、実質赤字比率はありません。

■一般会計の実質黒字額３９１，５２３千円（Ａ）

→歳入決算額から歳出決算額を差し引いた、いわゆる「実質収支額」。

標準財政規模３，４５２，７６７千円（Ｂ） Ａ／Ｂ＝１１.３３％

年 度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

実質黒字の程度 １０．８６％ １１．６８％ １４．５８％ １２．９５％ １１．３３％
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１-（２）連結実質赤字比率
すべての会計の赤字や黒字を合算し、全体としての赤字の程度を指標化した

もので、全会計の実質赤字が標準財政規模に占める割合。朝日町は全会計と

も、実質黒字（資金剰余）のため、連結実質赤字比率はありません。

■一般会計・特別会計・公営企業会計の合計黒字額（連結実質黒字額）

⇒１，２３８，９７８千円（Ａ）

標準財政規模３，４５２，７６７千円（Ｂ） Ａ／Ｂ＝３５．８８％
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会計区分① 会計区分② 実質黒字額

一般会計等 一般会計 ３９１，５２３

一般会計等以外の特別会計のうち、
公営企業に係る特別会計以外の会計

国民健康保険特別会計 ２５，７７３

介護保険特別会計 ３１，４４１

後期高齢者医療特別会計 ８９３

公営企業（法適用） 水道事業会計 ３８７，７０４

病院事業会計 ４０１，６４４

公営企業（法非適用） 集落排水事業特別会計 ０

合 計 １，２３８，９７８

年 度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

実質黒字の程度 ３２．０２％ ３５．０５％ ３５．３９％ ３５．６８％ ３５．８８％

※一般会計・特別会計・公営企業会計の合計黒字額（連結実質黒字額）の内訳 （単位：千円）

■年度別推移
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１-（３）実質公債費比率
一般会計等の負担する公債費が標準財政規模に占める割合で、数値は３年

間の平均値。令和４年度の数値はＲ２・Ｒ３・Ｒ４年度の平均値です。

１８％以上で起債に許可が必要、２５％以上で早期健全化段階となり、一部

の起債が制限されます。

朝日町の実質公債費比率は７．９％で、昨年度から１．５ポイントアップして

いますが、依然として低い水準です。この理由は、過疎債、辺地債といった交

付税算入率の高い起債事業を有効活用していることが大きいためです。
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１-（３）実質公債費比率

年 度 ３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

単年度比率 ５．４８６００％ ６．３８０９６％ ６．４９８３８％ ６．９２０１９％ １０．３８３４５％

年 度 ３カ年の合計 単年度平均

２年度（３０～２） １８．３６５３４％ ６．０％

３年度（元～３） １９．７９９５３％ ６．４％

４年度（２～４） ２３．８０２０２％ ７．９％

■年度別推移

※小数点第２位以下切り捨て

Ｒ３県平均・・・８．３％
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１-（４）将来負担比率
一般会計の借入金（町債）や、将来支払う可能性のある他会計の負担等の

程度を指標化したもの。一般会計等が背負っている借金から貯金（基金）等を

差し引いたものが標準財政規模に占める割合で、将来的に財政を圧迫する可

能性を表しています。

朝日町は昨年度に引き続き、令和４年度も将来負担比率はありません。

これは、将来見込まれる負担額（地方債残高、退職手当負担見込額等）よりも

充当可能財源の方が多いためです。
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１-（４）将来負担比率
具体的には、臨時財政対策債、過疎債、辺地債といった交付税算入率の

高い起債事業を活用することで、将来普通交付税として収入が見込まれる

「基準財政需要額算入額」を多く計上できていること、さらには、基金残高が

多いことなどが要因です。

将来負担額（Ａ） 充当可能財源（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

２年度 ７，４０９，８４８ ８，６６７，４１９ ▲１，２７３，５０９

３年度 ７，０５１，６９６ ８，８７６，６２２ ▲１，８２４，９２６

４年度 ６，５８１，８０４ ８，６３２，８９５ ▲２，０５１，０９１

（単位：千円）
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１-（４）将来負担比率
【将来負担額】

①地方債現在高 ５，８３２，６８８千円

②債務負担行為に基づく支出予定額 ９８，０６５千円

③公営企業債（償還）繰入見込額 ２５１，３７８千円

④組合負担等見込額（西村山広域の公債費負担等） ４，６５２千円

⑤退職手当負担見込額 ３９５，０２１千円

合計 ６，５８１，８０４千円
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１-（４）将来負担比率
【充当可能財源】

①充当可能基金 ３，５８１，９６５千円

②充当可能特定財源（町営住宅家賃等） ３９，０２５千円

③基準財政需要額算入見込額（※） ５，０１１，９０５千円

合計 ８，６３２，８９５千円

※将来普通交付税に算入される予定の額
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１-（４）将来負担比率
【主な起債事業別Ｒ４末町債残高と交付税算入額】

①過疎債 ３，２７３，６２１千円 × ７０％ ＝ ２，２９１，５３５千円

②辺地債 ２４７，３７５千円 × ８０％ ＝ １９７，９００千円

③臨財債 １，４８６，６７１千円 ×１００％ ＝ １，４８６，６７１千円

合計 ５，００７，６６７千円 ３，９７６，１０６千円
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２．資金不足比率

資金不足比率とは、公営企業の資金不足を、公営企業の財政規模である料

金収入と比較して指標化したもの。経営状況の深刻度を示しています。

朝日町の公営企業は、３つありますが、「資金不足比率」については該当が

ありません。資金不足を生じた公営企業がないためです。

元年度 ２年度 ３年度 経営健全化基準 Ｒ３県内資金不足団体

水道事業会計 ー（なし） ー（なし） ー（なし）

２０％ なし病院事業会計 ー（なし） ー（なし） ー（なし）

集落排水事業特別会計 ー（なし） ー（なし） ー（なし）
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資金剰余額（Ａ） 事業の規模（Ｂ） （Ａ／Ｂ）

水道事業会計 ３８７，７０４千円 １１７，３１７千円 ３３０．５％

病院事業会計 ４０１，６４４千円 ４８９，８８８千円 ８２．０％

集落排水事業特別会計 ０千円 １２，１２６千円 ー％

３０年度 元年度 元年度 ２年度 ３年度

水道事業会計 ２２９．３％ ２５８．９％ ２９２．７％ ２８６．０％ ３３０．５％

病院事業会計 ６１．１％ ６１．２％ ６５．６％ ８１．９％ ８２．０％

集落排水事業特別会計 ー％ ー％ ー％ ー％ ー％

※資金剰余の程度（令和４年度）

■年度別推移
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※病院の赤字分は？
近年、病院事業会計が厳しい決算状況となっており、令和２年度までは単年度

収支が継続して赤字となっていましたが、本指標は流動資産と流動負債等の

差し引きで算定します。よって、資金不足には該当しませんでした。

令和４年度決算では、単年度決算で黒字を確保でき、資金の剰余額について
も改善しました。
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流動資産（Ａ） 流動負債等（Ｂ） 資金剰余額（Ａ）-（Ｂ）

３０年度 ３２０，６６４千円 ４９，８３５千円 ２７０，８２９千円

元年度 ３２７，８５５千円 ３９，７８８千円 ２８８，０６７千円

２年度 ３２７，５４２千円 ３４，５２２千円 ２９３，０２０千円

３年度 ４１８，７７９千円 ３６，７３０千円 ３８２，０４９千円

４年度 ４３９，５６９千円 ３７，９２５千円 ４０１，６４４千円

※流動負債等＝流動負債－控除引当金等。流動負債等の増減の主たる要因は、医療機器等の未払い分（３月購入、４月支払いなどで、決算年度をまたぐ場合）

令和４年度については、令和３年度と同様に新型コロナ対策に要する補助金収入があったこと
により、単年度決算で黒字を確保できた。

◆病院事業会計決算における流動資産、流動負債等の推移

決算統計より

19



まとめ
朝日町は、いずれの指標においても早期健全化基準、

経営健全化基準を下回り、「健全段階」です。

しかし、実質公債費比率は上昇しており、今後数年間

はこの傾向が続く見込みです。また、健全化判断比率等

以外の指標となりますが、経常収支比率については、令

和４年度が元利償還額のピークであり上昇したものの、

今後は横ばいで推移する見通しです。

持続可能な財政運営のため、引き続き財政の健全化に努めます。

年度 比率

２９年度 ９３．７％

３０年度 ９５．０％

元年度 ９８．９％

２年度 ９５．９％

３年度 ９１．２％

４年度 ９９．２％

■経常収支比率の推移
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